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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに

　護岸背後地盤や傾斜地盤における杭基礎構造物の地震被害として，地盤の側方流動による基礎杭の変形や

損傷を挙げることが出来る．文献 1)に示されるように，側方流動が発生すると地表面付近の非液状化層がそ
の下部の液状化層とともに流動し，フーチングに大きな力を及ぼす．本研究では，このような杭基礎構造物
の被害を防止するために，非液状化層の流動力の低減などに着目して３種類の対策工法を選定し，遠心模型

振動実験により基礎杭の被害低減効果を評価した．
２．実験方法２．実験方法２．実験方法２．実験方法

　実験は 50g場での遠心振動実験とした．図-1に実験模型の平面図および断面図を示す．長さ 1.9m×幅 80cm
×深さ 60cm の大型鋼製剛土槽を４区画に分割し，未対策モデルおよび３種の対策工モデルの模型を各区画
に作製した．１つの土槽に４つの模型を同時に作製するので，各模型に全く同じ加速度を入力することがで
き，それぞれの応答を直接比較できるメリットがある．模型は護岸とその背後地盤および杭基礎構造物によ

って構成し，護岸の海側への移動と背後地盤の液状化によって側方流動を発生させた．背後地盤は厚さ 3m
（以下，すべて実物換算値を示す）の非液状化層（ρdry=1.33g/cm3，Dr=58%），厚さ 12mの液状化層（ρsat=1.70
g/cm3，Dr=7%）からなり，どちらも 8号硅
砂を空中散布して作製した．間隙水には脱
気水を使用した．杭基礎構造物は厚さ 3m
の鋼製フーチングと，フーチングに剛結し

たステンレス杭（φ1.0m，t=25mm）とし，
杭は支持層（ｿｲﾙﾓﾙﾀﾙ）に 9m根入れした．
　対策工モデルのうち「②ドレーン工法」

では，粒径 50mm の粗粒砂によるφ1m の
ドレーン杭を，構造物周りに 2.5m ピッチ
で 32 本配置し，下部層の液状化の抑制を期
待するとともに，非液状化層の剛性低下に
よりフーチングに作用する流動力の低減を
期待した．「③土留工法」では，フーチング

上流面に土留および幅 2.5m のトレンチを
設置し，上流からの流動力を直接遮断した．
「④流線形」では，フーチングの上流側断

面を三角形にすることで，フーチングに作
用する流動力が上下に分散されるようにし
た．入力波は振幅 600(cm/s2)を目標に，
1.2Hz・20 波の正弦波を入力した．
３．実験結果３．実験結果３．実験結果３．実験結果

　ここからは実験結果を実物換算値で示す．

図-2 に支持層上面での加速度波形，表-1に
各ケースの護岸天端の残留水平変位量を示
す．護岸変位量は各ケースでややばらつき
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図-1　模型平面図および断面図



があり，その平均値は 4.0mである．「②ドレーン工法」
ではドレーン位置に噴砂現象があり，また図-3に示す
過剰間隙水圧比の時刻歴から基礎杭周辺での液状化抑

制効果が確認できるが，護岸変位量を抑制するまでに
は至っていない．
　図-4 にフーチングの水平変位時刻歴を示す．－側が
護岸方向である．フーチングの護岸側への移動は入力
開始から始まり，全体に 10秒前後から内陸側へ戻る傾
向がある．これは液状化により地盤剛性が低下し，杭

基礎への拘束力が喪失することにより，杭の曲げモー
メントの反発として復元したと考えられる．
　図-5 にフーチング天端の残留水平変位量を示す．「①未対策」では護岸変位量が最少であったにも関わら
ず 75cm と大きな変位が生じるのに対して，３種類の対策工法はいずれも水平変位が抑制されている．最も
変位が少ないのは「④流線形」で，「①未対策」の 12％まで抑制されている．「④流線形」の場合，地盤が液
状化した時点でのリバウンドが大きく，最終的に内陸側に変位している．

　図-6 に各ケースの杭の曲げひずみを示す．図には降伏ひずみの概略値（=1600μ）を点線で示している．「①
未対策」では杭頭部で 2000μ，支持層と液状化層の境界で 4000μを超える曲げひずみが発生しているのに対
して，「③土留工法」および「④流線形」でひずみの低減が顕著であり，ほぼ降伏ひずみ以下となっている．

「②ドレーン工法」では，杭頭部のひずみは低減されているが，支持層と液状化層の境界においてひずみが
低減されていない．
４．まとめ４．まとめ４．まとめ４．まとめ

　土留・トレンチの設置やフーチング断面形状を流線形にするなど，非液状化層の流動力を低減することに
より，側方流動対策として高い効果が得られることがわかった．また，ドレーン工法でも杭頭部のひずみ抑
制に対策効果が見られ，ドレーンの配置等を工夫することにより，効果を高めることが出来ると考えられる．
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図-6　杭の曲げひずみ時刻歴
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図-3　過剰間隙水圧比時刻歴（②ドレーン工法）

　　表-1　護岸の残留水平変位量

①未対策　：3.3m ②ドレーン工法：4.0m
③土留工法：3.8m ④流線形　　　：5.0m
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図-2　支持層上部の加速度時刻歴（①未対策）
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図-4　フーチングの水平変位時刻歴
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